
契 第 ３ ４ ５ １ 号                          

令和７年３月２６日 

入札参加者各位 

 

富山市長  藤 井 裕 久  

  （ 公 印 省 略 ）      

 

 

入札契約制度の見直しについて（お知らせ） 

  

 入札及び契約の適正化を促進するため、本市の入札契約制度を次のとおり改定しま

すので、お知らせします。 

 

記 

 

１ 共同企業体工事（ＪＶ工事）の発注基準の改正について 

近年の物価高騰による建設工事費の増加に伴い、共同企業体工事の発注基準金額

の引き上げや構成員の基準等を改正します（詳細は別紙資料１を参照してくださ

い。）。 

 

２ 土木業種の等級区分の再編について 

現在、Ａ等級からＤ等級までの４区分としていますが、令和７年度からＡ等級か

らＣ等級までの３区分に改正します。 

 

３ 発注標準の改正について 

土木業種の等級区分の再編及びＪＶ工事の基準金額の改正に伴い、入札工事の発

注標準を改正します（詳細は別紙資料２を参照してください。）。 

 

４ 建設工事における低入札価格調査制度対象工事の見直し 

  ダンピング受注を防止し、入札及び契約の適正化を促進するため、本市発注の建

設工事における低入札価格調査制度を見直します。 

 

改正前 改正後 

予定価格が１３０万円を超える金額の

建設工事。 

 ただし、次に掲げる建設工事の入札

については、予定価格設定権者が必要

と認めた場合を除き、対象としない。 

(1) 区画線、道路標識、道路照明、道

路反射鏡、防護柵工事 

(2) 地下構造物を伴わない建物解体工

事 

予定価格が１３０万円を超える金額の

建設工事。 



５ 建設コンサルタント業務等における最低制限価格の見直し 

ダンピング受注を防止し、入札及び契約の適正化を促進するため、本市発注の建

設コンサルタント業務等における最低制限価格を見直します。 

(1) 測量業務 

　直接測量費 　直接測量費

　測量調査費 　測量調査費

　諸経費　 ×0.48 　諸経費　 ×0.5

合計＝最低制限価格 合計＝最低制限価格

改正後改正前

合計が予定価格の6/10に満たない
場合は6/10の額を、8.2/10を超え
る場合は8.2/10の額を最低制限価
格とする。

合計が予定価格の6/10に満たない
場合は6/10の額を、8.2/10を超え
る場合は8.2/10の額を最低制限価
格とする。

 
 

(2) 土木関係建設コンサルタント業務 

　直接人件費 　直接人件費

　直接経費 　直接経費

　その他原価×0.9 　その他原価×0.9

　一般管理費等×0.48 　一般管理費等×0.5

合計＝最低制限価格 合計＝最低制限価格

改正後改正前

合計が予定価格の6/10に満たない
場合は6/10の額を、8.1/10を超え
る場合は8.1/10の額を最低制限価
格とする。

合計が予定価格の6/10に満たない
場合は6/10の額を、8/10を超える
場合は8/10の額を最低制限価格と
する。

 

 

(3) 地質調査業務 

　直接調査費 　直接調査費

　間接調査費×0.9 　間接調査費×0.9

　解析等調査業務費×0.8 　解析等調査業務費×0.8

　諸経費　　×0.48 　諸経費　　×0.5

合計＝最低制限価格 合計＝最低制限価格

改正後改正前

合計が予定価格の2/3に満たない場
合は2/3の額を、8.5/10を超える場
合は8.5/10の額を最低制限価格と
する。

合計が予定価格の2/3に満たない場
合は2/3の額を、8.5/10を超える場
合は8.5/10の額を最低制限価格と
する。

 
 



(4) 補償関係コンサルタント業務 

　直接人件費 　直接人件費

　直接経費 　直接経費

　その他原価×0.9 　その他原価×0.9

　一般管理費等×0.45 　一般管理費等×0.5

合計＝最低制限価格 合計＝最低制限価格

改正後改正前

合計が予定価格の6/10に満たない
場合は6/10の額を、8.1/10を超え
る場合は8.1/10の額を最低制限価
格とする。

合計が予定価格の6/10に満たない
場合は6/10の額を、8/10を超える
場合は8/10の額を最低制限価格と
する。

 
 

(5) 建築関係建設コンサルタント業務 

　直接人件費 　直接人件費

　特別経費 　特別経費

　技術料等経費×0.6 　技術料等経費×0.6

　諸経費　　×0.6 　諸経費　　×0.6

合計＝最低制限価格 合計＝最低制限価格

改正後改正前

合計が予定価格の6/10に満たない
場合は6/10の額を、8.1/10を超え
る場合は8.1/10の額を最低制限価
格とする。

合計が予定価格の6/10に満たない
場合は6/10の額を、8/10を超える
場合は8/10の額を最低制限価格と
する。

 
 

 

６ 業務委託への総合評価落札方式の導入（試行）について 

  本市では、建設工事において総合評価落札方式を試行導入しておりますが、業務

委託においても同方式を試行導入することとします。 

(1) 対象業務 

当該業務の実施方針と併せて、評価テーマに関する技術提案を求めることによ

って、より大きな事業効果が得られると期待される業務 

（「清掃及び設備保守点検等業務委託（以下「業務委託」という。）」として発注

する案件だけでなく、「建設コンサルタント業務等（以下「コンサルタント業務」

という。）」として発注する案件も対象とします。） 

 

(2) 総合評価の方法 

ア 入札方式 

   一般競争入札 

（業務委託にあっては、総合評価落札方式で実施する案件に限り一般競争入札

を新規に導入します。） 

 



イ 評価方法 

   加算方式 

（価格評価点と技術評価点の比率は、業務に応じて概ね１：１から１：３の範

囲で設定。） 

 

(3) ダンピング対策 

ア 導入する制度 

   調査基準価格制度 

   （コンサルタント業務にあっては最低制限価格制度を導入しておりますが、総

合評価落札方式で実施する案件に限り調査基準価格制度を適用します。） 

イ 調査基準価格及び失格基準価格の算出方法 

  (ｱ) 業務委託 

調査基準価格    予定価格の７５％ 

失格基準価格 予定価格の６５％ 

 

(ｲ) コンサルタント業務 

   (ⅰ) 調査基準価格 

業種 
調査基準価格 

（各項目の合計金額） 

測量 

（右記の合計が予定価格の 6/10 に満たない

場合は 6/10 の額を、8.2/10 を超える場合

は 8.2/10 の額とする。） 

直接測量費 

測量調査費 

諸経費     ×０．５ 

 

土木コンサルタント 

（右記の合計が予定価格の 6/10 に満たない

場合は 6/10 の額を、8.1/10 を超える場合

は 8.1/10 の額とする。） 

直接人件費 

直接経費 

その他原価   ×０．９ 

一般管理費等  ×０．５ 

地質調査 

（右記の合計が予定価格の 2/3 に満たない場

合は 2/3 の額を、8.5/10 を超える場合は

8.5/10 の額とする。） 

直接調査費 

間接調査費   ×０．９ 

解析等調査業務費×０．８ 

諸経費     ×０．５ 

補償コンサルタント 

（右記の合計が予定価格の 6/10 に満たない

場合は 6/10 の額を、8.1/10 を超える場合

は 8.1/10 の額とする。） 

直接人件費 

直接経費 

その他原価   ×０．９ 

一般管理費等  ×０．５ 

建築コンサルタント 

（右記の合計が予定価格の 6/10 に満たない

場合は 6/10 の額を、8.1/10 を超える場合

は 8.1/10 の額とする。） 

直接人件費 

特別経費 

技術料等経費  ×０．６ 

諸経費     ×０．６ 

 

 

 

 

 



   (ⅱ) 失格基準価格 

業種 
失格基準価格 

（各項目の合計金額） 

測量 直接測量費   ×０．８５ 

測量調査費   ×０．８５ 

諸経費     ×０．４８ 

土木コンサルタント 直接人件費   ×０．８５ 

直接経費    ×０．８５ 

その他原価   ×０．９ 

一般管理費等  ×０．４８ 

地質調査 直接調査費   ×０．８５ 

間接調査費   ×０．８５ 

解析等調査業務費×０．８ 

諸経費     ×０．４８ 

補償コンサルタント 直接人件費   ×０．８５ 

直接経費    ×０．８５ 

その他原価   ×０．９ 

一般管理費等  ×０．４５ 

建築コンサルタント 直接人件費   ×０．８５ 

特別経費    ×０．８５ 

技術料等経費  ×０．６ 

諸経費     ×０．６ 

 

７ 施行日 

  令和７年４月１日から施行し、同日以降に入札公告又は指名通知する入札から適

用します。 

   

 

 

 

 

                            (担当) 財務部 契約課 工事契約係 

電話 076-443-2025 



別紙資料１　共同企業体工事（ＪＶ工事）の発注基準の改正について

（現行） （改正）

金額 建築
上下水道処理施設関
連の電気・機械器具

設置
その他

建設コンサルタント
業務等

金額 建築 その他

市外２者・市内３者

５０億円
（５者ＪＶ）

市外１者・市内３者

２０億円
（４者ＪＶ）

２０億円

市外１者・市内３者 ４者ＪＶ

市外１者・市内２者
（４者ＪＶ） （市内３者以上）

１５億円
（３者ＪＶ）

１０億円 １０億円

５億円 ５億円

３億円 ３億円

２億円 ３者ＪＶ ２億円
（市内２者以上）

1億５千万円 1億５千万円

※１

１億円 ２者ＪＶ １億円
（市内１者以上）

８千万円

２千万円 ２千万円

１千５百万円

１千万円 １千万円

130万円 130万円

50万円 50万円

随意契約

土木 電気・管・造園 土木 電気・管・造園

条
件
付
き
一
般
競
争
入
札
（

電
子
入
札
及
び
郵
便
入
札
）

同左

条
件
付
き
一
般
競
争
入
札
（

電
子
入
札
及
び
郵
便
入
札
）

指名競争入札
（電子又は郵便入札）

条
件
付
き
一
般
競
争
入
札

５者ＪＶ
又は

４者ＪＶ
（※うち、市内Ａ
等級３者以上）

５者ＪＶ
又は

４者ＪＶ
（※うち、市内Ａ等

級３者以上）

条
件
付
き
一
般
競
争
入
札

４者ＪＶ
（※うち、市内Ａ等

級３者以上 ）
注

市内２者ＪＶ
（Ａ－Ａ等級

又は
Ａ－Ｂ等級）

市内３者ＪＶ
（Ａ等級のみ）

市内２者ＪＶ

同左

同左

３者ＪＶ
（※うち、市内Ａ
等級２者以上） 市内３者ＪＶ

（Ａ等級のみ）

市内３者ＪＶ
（Ａ等級のみ）

市内３者
（Ａ－Ａ－Ａ等級

又は
Ａ－Ａ－Ｂ等級
の３者ＪＶ）

市内３者
（Ａ－Ａ－Ａ等級

又は
Ａ－Ａ－Ｂ等級
の３者ＪＶ）

市内２者ＪＶ
（Ａ等級のみ）

市内２者
（Ａ－Ａ等級

又は
Ａ－Ｂ等級

の２者ＪＶ）

市内２者ＪＶ
（Ａ等級のみ）

市内２者
（Ａ－Ａ等級

又は
Ａ－Ｂ等級

の２者ＪＶ）

市内３者
（Ａ－Ａ－Ａ等級

又は
Ａ－Ａ－Ｂ等級
の３者ＪＶ）

市内２者ＪＶ
（Ａ－Ａ等級

又は
Ａ－Ｂ等級）

条件付き一般競争入札

市内２者ＪＶ
（Ａ－Ａ等級

又は
Ａ－Ｂ等級）市内２者

（Ａ－Ａ等級
又は

Ａ－Ｂ等級
の２者ＪＶ）

市内２者
（２者ＪＶ）

条件付き一般競争入札条件付き一般競争入札
（電子又は郵便入札）

同左

同左
条件付き一般競争入札

同左 同左

指名競争入札
同左

（電子又は郵便入札）

指名競争入札
（又は条件付き一般

競争入札）
又は条件付き一般競争入札

（電子又は郵便入札）

同左

随意契約

同左

条件付き一般競争入札

指名競争入札 同左 同左指名競争入札

同左 同左 同左

指名競争入札

同左 同左

※１　建築の１億円以上１億５千万円未満の工事では、地域の実情等を勘案し、競争性の確保を図る必要があると認められる場合や、市内業者の技
術力の向上に資すると認められる場合には、共同企業体方式を活用することができる。このとき、当該工事を単独で確実に施工できる入札参加資格
者（原則として、市内業者に限る。）の入札参加を妨げない。

※　市外事業者が入札に参加する場合は、経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書で通知された総合
　評定値（Ｐ）が、土木、建築は１，２００以上、電気、管は１，１００以上を条件とする。
注　５億円以上のその他の業種については、基準を設けず、案件に応じて審議するものとする。

随意契約 同左 同左 同左 同左

（試行）
条件付き一般競争入札
（電子又は郵便入札）






